
-平成27年度事務事業実績評価表 政策№ 7 施策№ 72 事業№ 14 1

事務事業名 地域自治組織運営事業
会計 一般会計 実施区分

事業種別 政策 開始 19 終了
H28担当課等名 ムトスまちづくり推進課 H28係等名 自治振興担当 H27係等名 自治振興担当

基本計画上
の位置づけ

政策 7 自立・連携した地域づくり

施策 72 自立に向けた住民組織力の向上

目
的

対象（誰・何を） 地域自治組織（地域協議会・まちづくり委員会）

対
象
指
標

指標名及び単位 27年度数値

地域協議会数 20
意図（どういう状態
にするか）

①市民に身近な事務事業に対する市民の意見反映
②地域自治にかかわる情報交換や課題解決

まちづくり委員会数 20向上させたい上位施
策の成果指標

自主的な地域づくりの参加人数（まちづくり委員会主催に
よる活動）

目
標

種別 指標名及び単位 27年度計画 27年度実績 28年度計画 28年度見込み 備考（指標変更など）

成果
指標

地域協議会の開催回数 60 47 60 -

成果
指標

市民が市政について要望を言える機会が設けられてい
る。（市民意識調査）そう思う。どちらかと言えばそう思うと
答えた人の割合（%)

38 38 40 -

定性
目標

事
業
概
要

１　地域づくりを担う人材を育成するための学習会や情報共有の機会をつくること
２　各地区の特徴ある取組を自治振興センターを中心に支援していくこと
３　まちづくり委員会連絡会議及び研修・学習会の開催すること
４　地域協議会委員の選出、旅費、事務に関すること
５　地域協議会の諮問事項の把握や公表に関すること
６　地域協議会の役割、周知に関すること

事業内容 名称 活動指標

27
年
度
事
業
内
容

１　地域協議会の全般的な事務
２　まちづくり委員会連絡会議の開催
３　各地区の情報交換や共通課題への対応のため、事例発表会、講演
会、研修会を開催する。
４　地域自治組織の在り方の検証結果に伴う全般的な庶務等

１　会議数
２　会議数
３　参加者数

１　　　　　　　　　　47回
２　　　　　　　　　 　４回
３　　　　　　　　　200人

事業コスト 26年度決算額 27年度予算額 27年度決算額 28年度予算額 特定財源内訳、補足

事業費計（千円）① 423 868 487 848

国庫支出金

県支出金

起債

その他 9

一般財源 414 868 487 848

人件費計（千円）② 536 536

正規職員所要時間 150 150

臨時職員所要時間

総事業費①+② 959 868 1,023 848

事業内容・目
標達成状況
の振り返り

住民による自治運営について、少しずつ定着しているが、引き続き研修会等を開き、進めていく必要がある。
前年に引き続き、運営上の改善の確認をした

改革改善
の考え方

①問題
点

地域協議会について、役割を正しく認識してもらい、意見を述べる機能を高めていく必要がある。

②改革
提案

地域協議会会長会にて運営上の改善について確認し、当面する課題について説明した。


